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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次

第40期

第３四半期

連結累計期間

第41期

第３四半期

連結累計期間

第40期

第３四半期

連結会計期間

第41期

第３四半期

連結会計期間

第40期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日

至　平成20年
　　12月31日

自　平成21年
　　４月１日

至　平成21年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日

至　平成20年
　　12月31日

自　平成21年
　　10月１日

至　平成21年
　　12月31日

自　平成20年
　　４月１日

至　平成21年
　　３月31日

売上高 （千円） 5,737,2423,403,0571,270,248715,2949,504,029

経常利益又は経常損失（△） （千円） 236,454△351,674△205,538△239,4871,110,043

四半期（当期）純利益又は
四半期純損失（△）

（千円） 178,033△243,205△101,086△146,224753,125

純資産額 （千円） － － 5,364,3335,477,3285,906,864

総資産額 （千円） － － 11,439,98510,244,05711,201,001

１株当たり純資産額 （円） － － 376.76 389.37 414.99

１株当たり四半期（当期）
純利益又は四半期純損失（△）

（円） 12.54 △17.29 △7.12 △10.43 53.04

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） 12.54 － － － －

自己資本比率 （％） － － 46.8 53.3 52.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 380,5611,257,485 － － 898,327

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △286,706△213,170 － － △328,480

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △1,276△508,176 － － △303,862

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） － － 941,1511,648,0591,133,177

従業員数 （人） － － 315 302 312

(注1)　売上高には、消費税等は含まれておりません。

(注2)　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

(注3)　第40期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式はあるものの、

１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

(注4)　第40期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

(注5)　第41期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

であり、また、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

(注6)　第41期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

であり、また、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(人) 302　

(注)　従業員数は、就業人員数であります。

　

(2)　提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(人) 139　

(注)　従業員数は、就業人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

区　分 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

バランシングマシン 639,608 △64.2

シャフト歪自動矯正機 87,595 △50.3

その他 410,918 2.4

合　計 1,138,121 △51.9

(注1)　金額は、販売価格によっております。

(注2)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　受注状況

①　受注高

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

区　分 受注高(千円) 前年同四半期比(％)

バランシングマシン 979,649 174.9

シャフト歪自動矯正機 106,190 △32.9

その他 700,286 14.0

合　計 1,786,126 58.3

(注1)　金額は、受注価格によっております。

(注2)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

②　受注残高

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

区　分 受注残高(千円) 前年同四半期比(％)

バランシングマシン 3,087,014 △28.6

シャフト歪自動矯正機 327,619 6.7

その他 1,132,574 △13.5

合　計 4,547,208 △23.4

(注1)　金額は、受注価格によっております。

(注2)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3)　販売実績

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

区　分 売上高(千円) 前年同四半期比(％)

バランシングマシン 308,932 △62.1

シャフト歪自動矯正機 10,494 △92.6

その他 395,867 25.6

合　計 715,294 △43.7

(注1)　金額は、販売価格によっております。

(注2)　主要な相手先別の販売実績等については、当該割合が10％以下のため記載を省略しております。

(注3)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は、前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、引き続き世界的な金融・経済危機による景気停滞

の中で、企業収益や雇用情勢の悪化、個人消費の低迷等、厳しい状態が続いております。

当社の主力取引先である中国・東南アジア地区の自動車・タイヤメーカーの設備投資は改善しつつ

あるものの国内自動車関連メーカーの設備投資については、燃料電池等環境に配慮した研究開発分野に

集中している状況であります。

このような状況のもと、当社グループは、従来からの主力製品であるバランシングマシン及びシャフ

ト歪自動矯正機だけでなく、前連結会計年度より本格的に事業展開しているサーボモータ方式各種振動

試験機や包装貨物用評価試験機についても積極的な営業活動を行なってまいりました。当該試験機に関

する営業活動は、自動車関連メーカーに加え、鉄道・建築・食品・家電関連メーカー等の研究開発部門

を対象に広げることで景気停滞による業績への影響を軽減すべく展開しておりますが、主力製品の受注

減少の影響を吸収することはできませんでした。

その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、７億１千５百万円（前年同四半期比43.7％減）、営

業損失は２億６千９百万円（前年同四半期は１億７千５百万円の損失）、経常損失は２億３千９百万円

（前年同四半期は２億５百万円の損失）、四半期純損失は１億４千６百万円（前年同四半期は１億１百

万円の損失）となりました。

売上高の減収要因につきましては、自動車関連業界の新規設備投資が抑制されていることから受注が

減少しており、バランシングマシン及びシャフト歪自動矯正機の売上が前年同四半期会計期間に比して

大きく減少したこと（前年同四半期比６億３千５百万円の減少）が主たる要因であります。

利益面につきましては、引き続きコストダウンやグループ全体の販売費及び一般管理費の削減等の努

力をした結果、一定の成果を上げたものの、売上の大幅な減収による減益の影響を吸収できなかったこ

とが主たる要因であります。
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(2)　財政状態の分析

　

①　流動資産

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、59億２千９百万円（前連結会計年度末比

９億１千２百万円減）となりました。これは、受取手形及び売掛金が回収されたことにより現金及び預

金が増加（前連結会計年度末比８億３千４百万円増）したことや、第４四半期連結会計期間に納品予

定の仕掛品が増加（前連結会計年度末比２億６千６百万円増）したものの、売上高の減少に伴い受取

手形及び売掛金が減少（前連結会計年度末比21億７百万円減）したことが主たる要因であります。

　

②　固定資産

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、43億１千４百万円（前連結会計年度末比

４千４百万円減）となりました。これは、株価の上昇等により投資有価証券が増加（前連結会計年度末

比４千０百万円増）したものの、のれんの償却によりのれんが減少（前連結会計年度末比５千２百万

円減）したことが主たる要因であります。

　

③　流動負債

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、31億４千７百万円（前連結会計年度末比

７億７千４百万円減）となりました。これは、借入金の返済により短期借入金が減少（前連結会計年度

末比５億８千０百万円減）したことや、未払法人税等が減少（前連結会計年度末比１億２千６百万円

減）したことが主たる要因であります。

　

④　固定負債

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、16億１千８百万円（前連結会計年度末比

２億４千６百万円増）となりました。これは、長期の運転資金調達のため長期借入金が増加（前連結会

計年度末比２億６千２百万円増）したことが主たる要因であります。

　

⑤　純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、54億７千７百万円（前連結会計年度末比４

億２千９百万円減）となりました。これは、四半期純損失を２億４千３百万円計上したことや期末配当

を実施したことなどにより利益剰余金が減少（前連結会計年度末比４億１千３百万円減）したことや

自己株式の取得により自己株式が増加（前連結会計年度末比１億４千８百万円増）したことが主たる

要因であります。
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(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により６千７百万円増加（前

年同四半期比５億３千３百万円の増加）し、投資活動により２千８百万円減少（前年同四半期比５千６

百万円の減少幅の縮小）し、財務活動により８千９百万円増加（前年同四半期比３億５千４百万円の増

加幅の縮小）した結果、現金及び現金同等物の残高は16億４千８百万円（第２四半期連結会計期間末比

１億３千０百万円の増加）となりました。

　

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、６千７百万円の収入と

なりました。これは、税金等調整前四半期純損失を２億２千７百万円計上したことや第４四半期連結会

計期間に納品が予定されているため、たな卸資産が５億５千８百万円増加したものの、売上債権の回収

により５億１千４百万円増加したことや受注の増加により生産量が増加したため仕入債務が３億５千

１百万円増加したことなどによるものであります。

　

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、２千８百万円の支出超

過となりました。これは、当第３四半期連結会計期間に定期預金の満期が到来したことにより定期預金

の払戻による収入が１億５千５百万円あったものの、資金運用のために定期預金の預入による支出が

１億２千４百万円あったことや役員及び従業員を対象とした保険積立金の積立による支出が４千９百

万円あったことなどによるものであります。

　

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、８千９百万円の収入と

なりました。これは、短期借入金及び長期借入金の返済による支出が６億１千０百万円あったものの、

長期の運転資金調達のため長期借入れによる収入が７億０百万円あったことなどによるものでありま

す。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は32,857千円であり

ます。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 21,200,000

計 21,200,000

　

②　【発行済株式】

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成21年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 14,200,000 14,200,000ジャスダック証券取引所
単元株式数は100
株であります。

計 14,200,000 14,200,000 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

当社は、旧商法に基づき新株予約権（ストック・オプション）を発行しております。

①　第１回普通株式新株予約権

　
第３四半期会計期間末現在

(平成21年12月31日)

新株予約権の数 150個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 300,000株

新株予約権の行使時の払込金額 863円

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日から
平成22年７月１日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価額　　863円

資本組入額　432円

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の発行時において当社及び当社の連結子会
社の取締役及び従業員であった対象者は新株予約権の行
使時において、当社及び当社の子会社または関連会社の
取締役、監査役、従業員及びこれに準ずる地位を保有して
いることを要する。ただし、任期満了に伴う退任、定年退
職その他正当な理由のある場合はこの限りではない。

②新株予約権の相続は認めない。

③新株予約権の一部行使は認めない。

④新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。

⑤その他の行使条件は新株予約権割当契約により定め
る。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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②　第２回普通株式新株予約権

　
第３四半期会計期間末現在

(平成21年12月31日)

新株予約権の数 300個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 300,000株

新株予約権の行使時の払込金額 1,330円

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から

平成23年７月１日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　　1,330円

資本組入額　　665円

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の発行時において当社及び当社の連結子会
社の取締役及び従業員であった対象者は新株予約権の行
使時において、当社及び当社の子会社または関連会社の
取締役、監査役、従業員及びこれに準ずる地位を保有して
いることを要する。ただし、任期満了に伴う退任、定年退
職その他正当な理由のある場合はこの限りではない。

②新株予約権の相続は認めない。

③新株予約権の一部行使は認めない。

④新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。

⑤その他の行使条件は新株予約権割当契約により定め
る。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
― 14,200,000― 1,023,100― 936,400

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、パインブリッジ・インベストメンツ株式会社（AIGインベストメンツ

株式会社から商号変更）から平成21年12月21日付で関東財務局長に提出された変更報告書No.1により、

平成21年12月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容

が確認できないため、当社として当第３四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができません。なお、

変更報告書No.1の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

パインブリッジ・インベス
トメンツ株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目１番
３号　ＡＩＧビル

753,000 5.30

なお、その他に大量保有報告書の写しの送付はなく、当第３四半期会計期間において、その他の大株主

の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日現在で記載しております。

　

①　【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　 184,500
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　14,014,300 140,143 ―

単元未満株式 普通株式　　　　　 1,200 ― ―

発行済株式総数 14,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 140,143 ―

　

②　【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

国際計測器株式会社

東京都多摩市永山

６丁目21番１号
184,500 ― 184,500 1.29

計 ― 184,500 ― 184,500 1.29

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 326 640 913 900 829 790 655 613 485

最低(円) 300 316 650 735 656 601 566 400 418

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、当第３四

半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成

21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマ

ツにより四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21

年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期
連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,789,223 1,954,310

受取手形及び売掛金 ＊１
 1,208,427 3,315,896

有価証券 － 99,073

商品及び製品 173,992 206,486

仕掛品 958,556 691,804

原材料及び貯蔵品 404,003 383,174

繰延税金資産 229,247 115,135

その他 173,779 85,553

貸倒引当金 △7,933 △9,992

流動資産合計 5,929,296 6,841,442

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,587,779 1,579,308

機械装置及び運搬具 173,334 185,054

土地 1,672,699 1,669,151

その他 179,434 177,213

減価償却累計額 △1,005,453 △957,171

有形固定資産合計 2,607,794 2,653,556

無形固定資産

のれん 194,047 246,969

その他 65,937 71,383

無形固定資産合計 259,985 318,352

投資その他の資産

投資有価証券 112,672 72,487

長期貸付金 35,360 35,260

繰延税金資産 962 21,976

保険積立金 1,169,400 1,123,160

その他 180,663 208,677

貸倒引当金 △52,077 △73,911

投資その他の資産合計 1,446,981 1,387,649

固定資産合計 4,314,760 4,359,559

資産合計 10,244,057 11,201,001
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(単位：千円)

当第３四半期
連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,034,524 1,196,576

短期借入金 1,087,000 1,667,000

1年内償還予定の社債 10,000 20,000

1年内返済予定の長期借入金 480,920 341,420

未払法人税等 20,609 147,452

前受金 223,906 164,576

賞与引当金 24,977 81,302

製品保証引当金 116,136 123,447

その他 149,764 180,118

流動負債合計 3,147,838 3,921,894

固定負債

社債 100,000 100,000

長期借入金 1,158,680 896,345

繰延税金負債 86,271 76,772

退職給付引当金 160,983 171,322

役員退職慰労引当金 112,956 127,802

固定負債合計 1,618,890 1,372,242

負債合計 4,766,728 5,294,136

純資産の部

株主資本

資本金 1,023,100 1,023,100

資本剰余金 936,400 936,400

利益剰余金 4,202,874 4,616,468

自己株式 △150,917 △2,044

株主資本合計 6,011,456 6,573,924

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 22,910 1,791

為替換算調整勘定 △577,094 △683,271

評価・換算差額等合計 △554,183 △681,479

少数株主持分 20,055 14,419

純資産合計 5,477,328 5,906,864

負債純資産合計 10,244,057 11,201,001
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 5,737,242 3,403,057

売上原価 3,848,411 2,237,694

売上総利益 1,888,831 1,165,362

販売費及び一般管理費

製品保証引当金繰入額 90,083 133,403

貸倒引当金繰入額 8,172 －

役員報酬 153,540 86,420

給料手当及び賞与 396,756 360,434

賞与引当金繰入額 10,056 11,923

退職給付費用 ＊１
 △5,942 9,953

役員退職慰労引当金繰入額 6,000 6,467

運賃 154,924 84,905

減価償却費 31,186 26,536

研究開発費 30,252 93,266

その他 806,094 609,045

販売費及び一般管理費合計 1,681,124 1,422,355

営業利益又は営業損失（△） 207,706 △256,993

営業外収益

受取利息及び配当金 44,969 34,187

保険解約返戻金 51,097 9,281

その他 16,840 16,094

営業外収益合計 112,907 59,563

営業外費用

支払利息 37,588 29,821

持分法による投資損失 3,185 3,013

売上債権売却損 2,175 11,181

支払手数料 21,062 14,430

為替差損 8,701 74,743

保険解約損 － 18,231

その他 11,445 2,823

営業外費用合計 84,159 154,244

経常利益又は経常損失（△） 236,454 △351,674

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 25,760

賞与引当金戻入額 － 17,001

特別利益合計 － 42,761

特別損失

固定資産除却損 239 441

固定資産売却損 295 384

ゴルフ会員権評価損 4,900 －

特別損失合計 5,435 826

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

231,019 △309,739

法人税、住民税及び事業税 149,508 10,866

過年度法人税等 － 14,564

法人税等調整額 △100,097 △97,540

法人税等合計 49,411 △72,109

少数株主利益 3,574 5,574

四半期純利益又は四半期純損失（△） 178,033 △243,205
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 1,270,248 715,294

売上原価 896,995 524,568

売上総利益 373,252 190,725

販売費及び一般管理費

製品保証引当金繰入額 － 22,444

貸倒引当金繰入額 3,270 14,997

役員報酬 51,180 19,680

給料手当及び賞与 150,439 133,151

退職給付費用 8,811 2,623

役員退職慰労引当金繰入額 2,000 2,200

運賃 42,706 18,691

減価償却費 10,243 8,799

研究開発費 15,725 32,857

その他 264,418 204,401

販売費及び一般管理費合計 548,793 459,846

営業損失（△） △175,541 △269,121

営業外収益

受取利息及び配当金 11,772 12,032

持分法による投資利益 1,236 －

為替差益 － 20,255

保険解約返戻金 51,097 7,700

その他 4,087 5,387

営業外収益合計 68,193 45,375

営業外費用

支払利息 13,307 9,956

持分法による投資損失 － 3,035

売上債権売却損 996 699

為替差損 77,671 －

その他 6,214 2,049

営業外費用合計 98,190 15,740

経常損失（△） △205,538 △239,487

特別利益

製品保証引当金戻入額 11,211 －

賞与引当金戻入額 44,936 11,662

特別利益合計 56,147 11,662

特別損失

固定資産売却損 － 122

ゴルフ会員権評価損 4,900 －

特別損失合計 4,900 122

税金等調整前四半期純損失（△） △154,290 △227,947

法人税、住民税及び事業税 △49,147 2,777

法人税等調整額 △4,215 △81,937

法人税等合計 △53,363 △79,159

少数株主利益又は少数株主損失（△） 159 △2,563

四半期純損失（△） △101,086 △146,224
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

231,019 △309,739

減価償却費 78,856 67,990

のれん償却額 52,922 52,922

持分法による投資損益（△は益） 3,185 3,013

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,134 △25,538

賞与引当金の増減額（△は減少） △75,182 △56,643

製品保証引当金の増減額（△は減少） 34,786 △7,341

退職給付引当金の増減額（△は減少） △36,239 △10,989

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,000 △14,846

受取利息及び受取配当金 △44,969 △34,187

支払利息 37,588 29,821

保険返戻金 △51,097 △9,281

為替差損益（△は益） 9,305 24,499

売上債権の増減額（△は増加） 1,606,867 2,140,600

たな卸資産の増減額（△は増加） △868,230 △249,952

仕入債務の増減額（△は減少） △296,162 △168,877

前受金の増減額（△は減少） 153,910 57,865

その他 △21,645 △53,589

小計 829,050 1,435,726

利息及び配当金の受取額 39,987 27,862

利息の支払額 △33,714 △35,229

保険金の受取額 51,097 9,281

法人税等の支払額 △505,859 △180,154

営業活動によるキャッシュ・フロー 380,561 1,257,485

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △474,372 △487,632

定期預金の払戻による収入 369,705 353,725

有形固定資産の取得による支出 △47,606 △7,731

無形固定資産の取得による支出 △14,011 －

保険積立金の積立による支出 △150,190 △148,857

保険積立金の解約による収入 － 84,385

その他 29,769 △7,059

投資活動によるキャッシュ・フロー △286,706 △213,170

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △150,000 △580,000

長期借入れによる収入 1,000,000 700,000

長期借入金の返済による支出 △214,793 △298,165

社債の償還による支出 △10,000 △10,000

自己株式の取得による支出 △65 △148,873

配当金の支払額 △626,418 △171,137

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,276 △508,176

現金及び現金同等物に係る換算差額 △67,327 △21,256

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 25,250 514,882

現金及び現金同等物の期首残高 915,900 1,133,177

現金及び現金同等物の四半期末残高 ＊１
 941,151

＊１
 1,648,059
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

連結の範囲に関する事項の変更

(1) 連結の範囲の変更

連結子会社であった東伸高圧技研株式会社は、当第３四半期連結会計期間において清算したため連結の範囲
から除外しております。

(2) 変更後の連結子会社の数

６社
　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

１　前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示していた「手形売却損」は、四半期

連結財務諸表の比較可能性を向上するため、「売上債権売却損」として合算して表示しております。

なお、前第３四半期連結累計期間の「その他」に含まれている「手形売却損」は8,162千円であります。

 
２　前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示していた「保険解約損」は、金額的

重要性が増したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記しております。

なお、前第３四半期連結累計期間の「その他」に含まれている「保険解約損」は2,063千円であります。

 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１　投資活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資産の取得による支出」は当第３四半期連結累計期間におい

て金額的重要性が乏しくなったため「その他」に含めております。

なお、当第３四半期連結累計期間の「その他」に含まれている「無形固定資産の取得による支出」は228千円

であります。

 
２　前第３四半期連結累計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示していた

「保険積立金の解約による収入」は金額的重要性が増したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記してお

ります。

なお、前第３四半期連結累計期間の「その他」に含まれている「保険積立金の解約による収入」は1,631千円

であります。
　

　

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示していた「手形売却損」は、四半

期連結財務諸表の比較可能性を向上するため、「売上債権売却損」として合算して表示しております。

なお、前第３四半期連結会計期間の「その他」に含まれている「手形売却損」は3,934千円であります。
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【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

（棚卸資産の評価方法）

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出については、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の実
地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

＊１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ
いては、手形交換日をもって決済処理しておりま
す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が、金融機
関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末
日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれ
ております。

受取手形　　　　　　　　　　　　8,277千円

―

　 　

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

＊１　退職給付費用

退職給付費用がマイナスとなっている主たる要
因は、平成20年６月１日より、適格退職年金制度か
ら確定給付企業年金制度(規約型)への移行に伴う
ものであります。

―

　 　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

＊１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年12月31日現在)

＊１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年12月31日現在)

　

現金及び預金勘定 1,792,377千円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金及び担保差入定期預金

△851,226千円

現金及び現金同等物 941,151千円

　

　

現金及び預金勘定 2,789,223千円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金及び担保差入定期預金

△1,141,163千円

現金及び現金同等物 1,648,059千円

　
　 　

　

EDINET提出書類

国際計測器株式会社(E02335)

四半期報告書

20/30



（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月

１日　至　平成21年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類

当第３四半期

連結会計期間末

(株)

普通株式 14,200,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類

当第３四半期

連結会計期間末

(株)

普通株式 184,500

　

３　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月19日
定時株主総会

普通株式 170,389 12平成21年３月31日平成21年６月22日利益剰余金

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成21年５月29日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議し、第１四半期連結会計期間において

自己株式を183,600株取得しております。この結果、第１四半期連結会計期間において自己株式が148,873千

円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自己株式は150,917千円となっております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期

間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

当社及び連結子会社の事業は、計測器の製造、販売を事業内容とする単一事業区分であるため、事業

の種類別セグメント情報は作成しておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　
日本

(千円)

米国

(千円)

韓国

(千円)

中国

(千円)

その他

(千円)

計

(千円)

消去又は

全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

1,000,883169,16688,5055,190 6,5021,270,248 － 1,270,248

(2)セグメント間の
内部売上高又は
振替高

178,6301,572232,66723,6797,241443,791(443,791)－

計 1,179,514170,738321,17228,87013,7431,714,039(443,791)1,270,248

営業利益又は
営業損失(△)

△155,717△42,02579,123△27,0472,550△143,115(32,425)△175,541

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　
日本

(千円)

米国

(千円)

韓国

(千円)

中国

(千円)

その他

(千円)

計

(千円)

消去又は

全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

558,53228,70245,53670,19212,329715,294 － 715,294

(2)セグメント間の
内部売上高又は
振替高

60,3831,21558,85815,8194,931141,207(141,207)－

計 618,91629,918104,39486,01217,260856,501(141,207)715,294

営業利益又は
営業損失(△)

△229,772△17,806△6,456 4,881△3,931△253,086(16,035)△269,121
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　
日本

(千円)

米国

(千円)

韓国

(千円)

中国

(千円)

その他

(千円)

計

(千円)

消去又は

全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

4,914,319396,791315,04498,25412,8315,737,242 － 5,737,242

(2)セグメント間の
内部売上高又は
振替高

430,50841,018481,835109,10437,1421,099,610(1,099,610)－

計 5,344,828437,810796,880207,35949,9746,836,852(1,099,610)5,737,242

営業利益又は
営業損失(△)

280,525△74,272135,178△61,32911,455291,557(83,850)207,706

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　
日本

(千円)

米国

(千円)

韓国

(千円)

中国

(千円)

その他

(千円)

計

(千円)

消去又は

全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

2,764,374277,780207,755137,60115,5463,403,057 － 3,403,057

(2)セグメント間の
内部売上高又は
振替高

191,9464,686123,19659,60138,712418,144(418,144)－

計 2,956,321282,466330,951197,20354,2593,821,201(418,144)3,403,057

営業利益又は
営業損失(△)

△198,858△6,27712,827△15,86115,209△192,960(64,032)△256,993

　

(注1)　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

(注2)　会計処理の方法の変更

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

第５〔経理の状況〕１〔四半期連結財務諸表〕〔四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等

の変更〕に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号　平成18年７月５日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四

半期連結累計期間の「日本」の営業利益が2,000千円減少しております。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　 米州 中国
アジア

(中国を除く)
その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 201,666 131,928 374,215 8,680 716,491

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 1,270,248

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

15.9 10.4 29.5 0.7 56.4

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　 米州 中国
アジア

(中国を除く)
その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 28,923 79,438 122,692 93 231,148

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 715,294

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

4.0 11.1 17.2 0.0 32.3

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　 米州 中国
アジア

(中国を除く)
その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 430,6331,283,2841,058,09689,6802,861,695

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 5,737,242

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

7.5 22.4 18.4 1.6 49.9

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　 米州 中国
アジア

(中国を除く)
その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 259,368 789,194 984,808 24,8672,058,238

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 3,403,057

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

7.6 23.2 28.9 0.7 60.5

　

(注1)　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

(注2)　各区分に属する主な国又は地域

①米州・・・・・・・・・・米国、ブラジル

②アジア（中国を除く）・・韓国、タイ、インドネシア、インド 

③その他・・・・・・・・・トルコ 

(注3)　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（リース取引関係）

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第３四半期連結会計期間における

リース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

（有価証券関係）

有価証券の第３四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がみられないため、記載しておりません。

　

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引の第３四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がみられないため、記載しておりません。

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

　

１株当たり純資産額 389円37銭

　

　

１株当たり純資産額 414円99銭

　
　 　

　

２  １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

　

１株当たり四半期純利益 12円54銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 12円54銭

　

 

１株当たり四半期純損失 17円29銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果
を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。

　 　

(注)　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

項目

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失

　 　

　四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 178,033 △243,205

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）（千円）

178,033 △243,205

　普通株式の期中平均株式数（千株） 14,199 14,065

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　 　

　普通株式増加数（千株） 2 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在
株式で、前連結会計年度末から重要な変動があっ
たものの概要

－ －
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

 

１株当たり四半期純損失 7円12銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式はあるものの、１株当たり四半期純損失
であるため、記載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失 10円43銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果
を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。

　 　

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失 　 　

　四半期純損失（△）（千円） △101,086 △146,224

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △101,086 △146,224

　普通株式の期中平均株式数（千株） 14,199 14,015

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　 　

　普通株式増加数（千株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在
株式で、前連結会計年度末から重要な変動があっ
たものの概要

－ －

　

（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成２１年２月１２日

国　際　計　測　器　株　式　会　社

　取　　 締　　 役　　 会　　御中

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ　　　　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　村　　上　　眞　　治　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　　島　　繁　　雄　　印
　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国際

計測器株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、国際計測器株式会社及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成２２年２月５日

国　際　計　測　器　株　式　会　社

　　 取　 締　 役　 会　 御　 中

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ　　　　 　 　

　
　

指定有限責任社員
 
業務執行社員

　 公認会計士　　村　　上　　眞　　治　　印

　

指定有限責任社員
 
業務執行社員

　 公認会計士　　川　　島　　繁　　雄　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国

際計測器株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間（平成２１年１０月１日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２１

年４月１日から平成２１年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、国際計測器株式会社及び連結子会社の平成２

１年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

　

EDINET提出書類

国際計測器株式会社(E02335)

四半期報告書

30/30


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	継続企業の前提に関する事項
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

